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１．件 名 

伊方発電所３号機 炉内核計装装置の不具合による原子炉停止について 

 

２．事象発生の日時 

令和６年１０月２日 １時５０分 

 

３．事象発生の設備 

３号機 炉内核計装装置 

 

４．事象発生時の運転状況 

３号機 第１７回定期事業者検査中 

 

５．事象発生の状況 

伊方発電所３号機は、定期事業者検査中において原子炉内の燃料の出力分布を

測定する検査※１（以下、「出力分布測定」という。）を実施していたところ、炉内

核計装装置※２が不調であったため、保修員が確認し、１０月２日１時５０分、当

該装置の詳細点検が必要と判断した。 

出力分布測定のため、伊方発電所３号機は原子炉出力約８％を維持していたが、

炉内計装盤※３の検出回路の一部に不具合があり、その対応に時間を要する見込み

であることから、原子炉を一旦停止することを判断し、１０月７日１８時５９分

原子炉を停止した。 

調査の結果、今回の定期事業者検査で取り替えた炉内計装盤の検出回路※４に使

用している高電圧発生基板※５とその接地回路※６の構成が適切でなかったことを

確認したため、検出回路の信号を正常に測定するために、当該接地回路の改修を

実施し、炉内核計装装置による原子炉内の燃料の出力分布の測定方法を変更した。 

その後、１０月１６日に原子炉を起動し、１０月１８日９時１５分、炉内核計

装装置により原子炉内の燃料の出力分布が正常に測定できることを確認した。 

なお、本事象によるプラントへの影響および環境への放射能の影響はなかった。 

（添付資料－１） 

※１ 出力分布を測定する検査 

炉内のウラン燃料の燃焼（核分裂）状況を詳細に把握するために実施する

検査で、可動型の検出器（以下、「検出器」という。）を原子炉内（５０箇

所）に挿入し、原子炉内の中性子の数を測定することにより、燃料の出力分

布を評価する検査。 

事象発生時は、原子炉出力約８％において炉内計装盤の取替工事における

機能試験を実施していた。 
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※２ 炉内核計装装置 

検出器を原子炉内まで挿入するために設けた案内管（５０箇所）に小型の

可動型の検出器を挿入し、中性子の数を測定する装置。なお、炉心の中性子

を測定する設備として、通常使用する炉外核計装装置があり、原子炉起動時

および停止時において、中性子の数を測定するための線源領域検出器が２系

統設置されている。 

※３ 炉内計装盤 

炉内核計装装置を構成する機器の１つで、検出器を操作および検出器が検

出した中性子の数に応じた出力信号を表示する盤。 

中央制御室に設置している。 

※４ 検出回路 

検出器からの電流を検出するための回路。 

※５ 高電圧発生基板 

高電圧を発生させ、検出器へ給電する基板。 

高電圧を給電した回路に検出器の電流信号が流れる。 

※６ 接地回路（アース） 

一般的には電気設備機器やケーブル等の電路と大地を電気的に接続する

回路であり、接地の目的としては、機器の保護の他、通信・電子機器の安定

動作用（機能接地）、雷保護システム用、静電気防止用など用途が様々であ

る。 

今回の接地回路は、炉内計装盤側の通信・電子機器の安定動作用（機能接

地）の接地回路のこと。 

 

 

６．事象の時系列 

１０月 １日 

１７時３０分  原子炉出力約８％における出力分布測定開始 

１８時１５分  出力分布測定を実施していた検査員が、測定不調を確認 

１８時５０分  保修員が、現地確認を開始 

１０月 ２日 

１時５０分  保修員が、炉内核計装装置の詳細点検が必要であることを判断 

検査責任者が出力分布測定の中断を判断 

１０月 ２日～７日 

メーカでの原因および対策の検討等 
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１０月 ７日 

１４時０５分  炉内計装盤の検出回路の一部に不具合を確認。その対応に時間

を要する見込みであることから、所長が原子炉の一旦停止を判

断 

１８時５９分  原子炉を停止 

１０月 ８日   接地回路の切り離し実施 

１０月 ８日～１１日 

出力分布測定の実施方法を、これまでの４系統（検出器４本）

同時測定から、１系統（検出器１本）毎の測定に変更すること

についての運用検討 

１０月１６日 

１２時００分  原子炉を起動 

１０月１８日 

９時１５分  炉内核計装装置により出力分布測定が正常に実施できること

を保修担当課長が確認 

 

 

７．調査結果 

炉内核計装装置の不具合について、以下の調査を実施した。 

（１）事象発生時の状況調査 

ａ．炉内計装盤の状況 

炉内計装盤は、伊方発電所３号機の建設当時から使用しており、メーカが保

守対応可能な期間の目安としている２５年（以下、「保守対応期間」という。）

を超えたことから、設備の機能維持のために炉内計装盤取替工事（以下、「取替

工事」という。）を実施した。 

なお、保守対応期間を超えた場合においても、当社およびメーカにて設備を

維持できる対応がとれているため、保守対応期間を超えての使用については問

題なかった。 

 

ｂ．事象発生時の状況 

原子炉出力約８％における出力分布測定を実施していたところ、炉内核計装

装置の検出器４本の出力信号が炉内計装盤に表示されない事象を確認した。 

その後、予備の検出器４本を使用して、出力分布測定を実施したが、同様に、

出力信号が炉内計装盤に表示されない事象を確認した。 

検出器８本（予備検出器４本含む。）の挿入・引抜については問題なく動作

し、出力信号だけが表示されない状態であった。 
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なお、この出力分布測定に合わせて、取替工事の現地検査として、炉内計装

盤に出力信号が正しく表示されることを確認する検査を実施していた。 

（添付資料－２） 

 

ｃ．設備の健全性確認 

（ａ）検出器 

炉内核計装装置の検出器８本の絶縁抵抗測定※７および静電容量測定※８を

実施し、異常がないことを確認した。 

※７ 絶縁抵抗測定 

検出器を含めたケーブルから、電流が外部に漏れないことを確認するため、

回路の絶縁抵抗値を測定する。 

※８ 静電容量測定 

検出器を含めたケーブルが断線していないことを確認するため、回路内の

電荷を測定する。 

 

（ｂ）炉内計装盤 

炉内計装盤の信号処理基板※９８枚（予備検出器用の４枚含む。）に検出器

の模擬信号を入力し、出力信号に異常がないことを確認した。 

また、炉内計装盤の高電圧発生基板８枚（予備検出器用の４枚含む。）から

検出器に電圧を印加し、電圧値に異常がないことを確認した。 

※９ 信号処理基板 

検出器の電流信号を、検出回路を介して計測する基板。 

 

（ｃ）駆動装置※10 

検出器を案内管に挿入するための駆動装置は、正常に動作し検出器８本の

挿入・引抜動作ができていることを確認した。 

※10 駆動装置 

検出器を案内管に挿入するための装置。 

 

ｄ．取替工事設計図書の現地確認 

今回の取替工事で、メーカが作成した工事設計図書と現場との配線状況を確

認し、異常がないことを確認した。 
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ｅ．保修履歴確認 

炉内核計装装置のうち取替工事範囲外の設備について保修履歴を確認した。 

今回の定期事業者検査において検出器２本を取り替えているが、今回は全て

の検出器の信号が確認できない事象であり、今回の事象に影響を与えるもので

はないことを確認した。 

 

ｆ．メーカ聞き取り調査 

メーカへ聞き取りを実施した結果、メーカで採用していた高電圧発生基板の

電子部品が製造中止となったため、新規に設計した高電圧発生基板を、今回の

取替工事で採用していることを確認した。 

また、高電圧発生基板について、メーカが保有している高電圧発生基板開発

時の設計図書を確認し、従来品との装置仕様に係る相違点について、高電圧発

生基板の電源回路の仕様が絶縁方式※11 から非絶縁方式※12 に変更されているこ

とを確認した。 

※11 絶縁方式 

高電圧発生基板への電源入力回路と検出器側への出力回路の間に直接的

な電気接続がなく、入力回路と出力回路が絶縁された方式。 

※12 非絶縁方式 

高電圧発生基板への電源入力回路と検出器側への出力回路の間に直接的

な電気接続があり、入力回路と出力回路が絶縁されていない方式。 

 

ｇ．当社の調達要求 

当社は、今回の取替工事の調達において、メーカに対して、炉内核計装装置

として必要な機能要求を実施しているものの、今回の高電圧発生基板の電源回

路の仕様に係る詳細な要求は実施していなかった。 

 

ｈ．設計時における高電圧発生基板の仕様変更 

高電圧発生基板については、本事象発生後、メーカへの聞き取りによって仕

様変更されていることを確認したが、取替工事の設計段階において、当該基板

の仕様が変更されていたこと、およびこれまでに納入実績がない新規に開発し

た基板であることについて当社に連絡はなかった。 

また、取替工事で作成した工事設計図書には、高電圧発生基板の仕様につい

て記載はあるが、電源回路が非絶縁方式であるとの記載はないことを確認した。 
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（２）保守状況の調査 

炉内核計装装置は、定期事業者検査毎に機能確認を実施しているが、炉内計装

盤は今回、取替工事を行っており、事象発生時は原子炉出力約８％における機能

試験を実施していた。 

駆動装置については、取替工事の対象外であるが、取替工事と組み合わせて機

能確認を行っている。 

検出器については、３定検毎に取り替えており、今回の定期事業者検査におい

て検出器２本（いずれも予備検出器）を取り替えている。 

 

（３）類似設備の調査 

炉内核計装装置用の高電圧発生基板については、メーカにて新規開発した基板

であり、これまでに納入実績はなく、類似設備はない。 

 

（４）過去の類似事象の調査 

伊方発電所において、過去の炉内核計装装置に係る不具合事象を確認したとこ

ろ、以下の３件を確認したが、いずれも炉内計装盤に関する不具合ではないこと

を確認した。 

・伊方発電所１号機 炉内核計装装置の検出器挿入不良について 

（平成１３年３月発生） 

・伊方発電所１号機 炉内核計装装置の検出器挿入不良について 

（平成１３年５月発生） 

・伊方発電所２号機 炉内核計装装置シンブル案内管の不具合について 

（平成１３年９月発生） 
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８．対応方法の検討 

（１）メーカによる詳細調査 

今回の取替工事にて、高電圧発生基板の電源回路の仕様が絶縁方式から非絶縁

方式に変更されたことによる影響について、メーカが詳細調査を実施し、以下の

影響があることを確認した。 

① 高電圧発生基板の内部回路と接地回路がつながる構成となり、検出器の出力

信号が接地回路を介して検出回路を迂回する回路が形成され、検出器の出力

信号が検出回路に流れなくなったことで、検出器の出力信号が炉内計装盤に

表示されない。 

② 検出回路を迂回する回路を解線しても、８枚ある高電圧発生基板間の接地回

路はつながっており、共通回路が構成されることで検出器の信号が分流され、

検出器の信号が平均化された値が表示される。このため４系統(検出器４本)

同時測定が成立しない。 

駆動装置

接地回路

〇炉内計装盤取替前 炉内計装盤

電源

検出器側と接地回路側は
分離されている

検出器A

駆動装置

接地回路

炉内計装盤

電源

非絶縁

非絶縁

絶縁方式を使用した

高電圧発生基板

非絶縁方式を使用した

高電圧発生基板

検出器側と接地回路側は
分離されていない

〇炉内計装盤取替後
（事象発生時）

各検出回路が独立した回路を形成

②検出回路を迂回する回路を解線しても、８枚ある高電圧発生基板間の接地回路はつな
がっており、共通回路が構成されることで検出器の信号が分流され、検出器の信号が平
均化された値が表示される。このため４系統(検出器４本)同時測定が成立しない

検出器B

検出器A

検出器B

※　本図では省略しているが、検出器および検出回路は
　　計８系統ある

①高電圧発生基板の内部回路と接地回路がつながる構成となり、検出器の出力信号が
接地回路を介して検出回路を迂回する回路が形成され、検出器の出力信号が検出回路
に流れなくなったことで、検出器の出力信号が炉内計装盤に表示されない  

図１：伊方発電所３号機 炉内核計装装置 イメージ図 
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（２）メーカによる対策検討 

メーカが対策検討を行い、以下の対策を実施することで、検出器の信号が炉内

計装盤に表示され、適切な出力分布測定が実施できるとの報告があった。 

・検出回路を迂回する回路が形成されることへの対策として、炉内計装盤内の

接地線※13を取り外す。 

なお、接地線を取り外すことに関しては、炉内計装盤側の通信・電子機器の

安定動作（機能接地）へ与える影響がないか、機能面、機器保護、ノイズ※14

対策の観点から評価し、問題はない。 

・４系統(検出器４本)同時測定が成立しないことの対策として、測定を行う系

統を他の系統から切り離した状態とし、４系統(検出器４本)同時測定から１

系統(検出器１本)毎の測定に変更する。 

なお、本対策実施にあたり、運用面で問題ないことについては、四電側で確

認する必要がある。 

※13 接地線 

電気設備機器やケーブル等の電路と大地を電気的に接続するための電線。 

※14 ノイズ 

電子機器や配線を流れる電流に含まれる不要な信号や変動。 

 

（３）対策の検証 

メーカによる検討結果から、対策として測定を行う系統を他の系統から切り離

した状態とする回路の成立性について、現地で、実際に検出器を挿入し確認した

結果、検出器の出力信号が検出回路に流れ、炉内計装盤に正常に表示されること

を確認した。 

また、出力分布測定で、これまでの４系統(検出器４本)同時測定から、測定を

行う系統を他の系統から切り離した状態とし、１系統(検出器１本)毎の測定に変

更することについて、当社で運用に係る検討を実施した結果、プラント運転中の

出力分布測定を含めて、安全上・運用上の問題がないことを確認した。 
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９．メーカ監査 

メーカ聞き取り結果を踏まえ、メーカに対する監査を実施し、高電圧発生基板

の設計時および取替工事での対応において次の問題を確認した。 

（１）高電圧発生基板設計時（平成２４年） 

高電圧発生基板については、基板上の電子部品の製造中止が確認されたため、

平成２４年より新規開発設計を開始していた。 

新規開発設計においては、炉内核計装装置の炉内計装盤を設計する部門と検出

器を設計する部門が異なっており、炉内計装盤を設計する部門のみで設計を進め

ていた。 

炉内計装盤を設計する部門は、信号回路の図面を確認した際、検出器側に接地

の記載がないことから、検出器側は接地されていないと思い込み設計を進めたこ

とにより、高電圧発生基板の電源回路の仕様を他設備でも実績のある非絶縁方式

へ変更しても問題ないと評価していた。 

また、設計時の評価について、炉内計装盤を設計する部門内で審査した際にも、

電源回路の仕様変更に疑義が生じることなく製品化することとなった。 

なお、信号回路の図面において検出器側の接地が図示されていない理由は、電

気回路として接地線が配線されていないからであり、検出器を設計する部門では、

検出器は案内管と接した状態で測定しており、案内管を支持する構造物（サポー

ト）を介して物理的に接地されていることは既知の事実として認識していた。 

＜当社の関与＞ 

当社は、伊方発電所３号機建設時に設置している炉内計装盤を継続して使用し

ており、メーカの保守対応期間内（平成３０年まで）で設備の維持管理を行って

いた。 

製造中止となった電子部品を使用している高電圧発生基板は、伊方発電所では

使用できない基板であったため、メーカから製造中止品に係る連絡はなく、当社

における製造中止品対策についても必要なものではなかった。 

 

（２）取替計画策定～取替工事時（平成３０年～令和６年） 

（１）の設計変更において、すでに製品化された非絶縁方式の高電圧発生基板

を採用した設計となっていたが、取替工事の計画策定に当たり、これらの設計変

更について当社への情報連携ができていなかった。 

工場試験の段階においても、メーカで工事を実施する部門の品質管理チームが

工場試験の要領書を作成し、検出器側が接地されていない回路構成を模擬した試

験が実施されていた。また、この試験方法は従前の絶縁方式と同じであり、非絶

縁方式に変更されたことによる工場試験の実施方法について十分な検討ができ

ていなかった。 

以上から、工場試験では検出器の模擬信号が正しく表示され、炉内計装盤の試

験として問題ない結果となっていた。 
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＜当社の関与＞ 

当社が供用していた炉内計装盤に対しては、平成３０年に保守対応期間を踏

まえた設備更新の提案をメーカから受け、取替工事を計画し、発注前の計画段

階において、工事概要、更新後設備の概要および変更点などについてメーカと

協議を行い工事の発注を実施しているが、これらの際において、高電圧発生基

板の電源回路の仕様変更についてメーカからの説明がなかった。 

また、取替工事の発注仕様書にも「新設計･新工法の採用、設計変更、製作方

法および工事方法の変更等がある場合においても当社と十分な情報交換を行

う」旨の記載を行っているが、明確に図書を要求するような仕様書になってお

らず、計画時と同様にメーカからの説明がなかった。 

当社が承認した装置仕様に関する図面においては、高電圧発生基板の内部回

路までを示した図面はなく、非絶縁方式であることの仕様についての記載もな

かった。また、検出器側が接地されている図面になっていなかったため、当社

は接地の回路構成について正確な認識ができていなかった。 

設計管理においては、異なる組織間の設計境界に新設計を採用している部品

については、信号の受け渡し先の設備を設計する部門も開発段階に参画し、審

査/承認されている製品を採用すること、および工場試験や発電所において設

備・機器を供用する前に実施する検査は、実機の使用環境を反映した試験条件、

具体的には信号の受け渡し先の設備の条件を反映し、既設備の要求仕様・回路

構成を満足する試験条件により実施することの明文化が図れていなかった。 

メーカの工場から出荷する前の工場試験においては、当社は立会を実施して

いるが、検出器側からの模擬装置による入力試験については、記録確認のみを

行い、その結果「良」と判断した。 

当社は高電圧発生基板を含む炉内計装盤として製造中止品管理を実施して

おり、取替工事の計画策定に必要な情報は把握できていたが、高電圧発生基板

の電源回路が絶縁方式から非絶縁方式へ変更されていた事を把握できなかっ

たことについては、製造中止品管理に係る一連の対応のうち、設計管理につい

て改善できる点があった。 

（添付資料－３、４） 

 

（３）メーカの再発防止対策 

これらを受け、メーカは以下の対策を実施しており、再発防止を図っているこ

とを確認した。 

・ 当社が要求している「新設計･新工法の採用、設計変更、製作方法および工

事方法の変更等がある場合においても当社と十分な情報交換を行う」こと

について、メーカでの初品・変更品に該当する場合は、提出図書でその内容

を明示するとともに、内部および外部に対し情報伝達することを社内規定

に反映した。 
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・ 設備間で信号の受け渡しを行う基板に関して新設計を行う際は、信号の受

け渡し先の設備を設計する部門も含めた有識者が参画し、設計・審査を行

うことを社内規定に反映した。 

・ 製品開発で実績のない信号の受け渡し方式に変更する場合には、実機相当

の検証を基本とし、やむを得ず模擬条件で検証する場合には、他機種の品

質管理チームに関わる有識者も参画の上、多角的に実機・現場への残存リ

スクの抽出・対策案の整理を行い、リスク管理にまとめることを社内規定

に反映した。 

・ 炉内計装盤での装置仕様に関する図面については、検出器側にて接地して

いることが分かる記載に改訂した。 

（添付資料－３） 

 

 

１０．推定原因 

メーカで採用していた高電圧発生基板の電子部品が製造中止となったことか

ら、高電圧発生基板を新規に設計するにあたり、基板の電源回路を従前の絶縁方

式から非絶縁方式へ変更したことで、高電圧発生基板と接地回路がつながる構成

となり、検出器の出力信号が検出回路を迂回し、接地回路に流れたことで、検出

器の出力信号が炉内計装盤に表示されなかったと推定した。 

また、メーカにおいては、今回の取替工事において、関係する部門間の連携が

十分でなかったこと等により、適切な設計管理が実施できなかったことに加え、

今回の設計変更について、当社へ情報連携できていなかった。 

当社においては、調達要求として「新設計･新工法の採用、設計変更、製作方法

および工事方法の変更等がある場合においても当社と十分な情報交換を行う」と

の記載を行っているが、明確に図書を要求するような仕様書になっていなかった。 

また、設計管理の面から、異なる組織間の設計境界に新設計を採用している部

品については、信号の受け渡し先の設備を設計する部門も開発段階に参画し、審

査/承認されている製品を採用すること、および工場試験や発電所において設備・

機器を供用する前に実施する検査は、実機の使用環境を反映した試験条件、具体

的には信号の受け渡し先の設備の条件を反映し、既設備の要求仕様・回路構成を

満足する試験条件により実施することの明文化が図れていなかった。 

（添付資料－４） 
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１１．対策 

（１）出力分布測定について、炉内計装盤内の接地線を取り外すとともに、各検出回

路が繫がった状態では 、各検出器の信号を正常に測定できないため、測定を行

う系統を他の系統から切り離した状態とし、４系統(検出器４本)同時測定から

１系統(検出器１本)毎の測定に運用変更した。 

（添付資料－５） 

 

（２）高電圧発生基板の電源回路の仕様を絶縁方式から非絶縁方式へ変更した際の、

メーカの設計管理、品質管理が適切であったかどうか監査を実施し、設計時お

よび取替工事における工場試験時のプロセスに関する問題を確認した。 

また、確認された問題については、「９.メーカ監査」に記載のとおり、当社に

てメーカの問題について、再発防止が図られていることを確認した。 

（添付資料－６） 

 

（３）当社の標準発注仕様書では設計管理として以下の要求を記載しているが、更な

る要求事項を追記した。（下線部が追記した内容） 

・ 受注者の工事と既設備との取合点、異なる設備・機器間または異なる組織

間の設計境界において、設計上の不整合を生じないよう十分調整すること。

また、異なる組織間の設計境界に新設計を採用している部品については、

取合先の設計部門も開発段階に参画し、審査/承認されている製品である

こと。 

・ 設計が妥当であることを確認するため、設計審査、代替計算、実証試験等

により、検証し、妥当性を確認する。 

新設計、新工法については、設計全般に与える影響の評価も含めて適切な

方法により確認すること。また、工場試験や発電所において設備・機器を

供用する前に実施する検査は、実機の使用環境を反映した試験条件、具体

的には取合先の設備の条件を反映し、既設備の要求仕様・回路構成を満足

する試験条件により実施すること。 

（添付資料－６） 

 

（４）当社の標準発注仕様書に記載している提出書類一覧表に、設計仕様に関する図

書として、新規設計または実績のある製品からの仕様変更について整理した図

書を追記した。 

当社は、当該図書の情報も考慮し、工場試験や発電所において設備・機器を供

用する前に実施する試験において、実機の使用環境が反映された試験により、

必要な機能を満足していることを確認する。 

（添付資料－６） 
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（５）当社の炉内核計装装置は４系統の駆動装置を有しており、駆動装置の有効的活

用の観点から、当社はメーカに対して、従前の４系統(検出器４本)同時測定が

可能な高電圧発生基板の新規開発を要求した。 

なお、メーカはこれを受け、実装に向けた新規開発の検討を進めることとした。 

 

 

以 上 
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添付資料－１ 伊方発電所３号機 炉内核計装装置概略図 
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添付資料－４ 伊方発電所３号機 炉内核計装装置 回路構成図 

 

添付資料－５ 伊方発電所３号機 炉内核計装装置 対策図 

 

添付資料－６ 伊方発電所３号機 炉内核計装装置の不具合 対策フロー図 
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添付資料－１ 

 

伊方発電所３号機 炉内核計装装置概略図 

 

駆動装置

原子炉格納容器内

原子炉容器

検出器
炉心

中央制御室

接地回路

炉内計装盤

高電圧発生基板

（事象発生時の状況）

　高電圧発生基板とその接地回路の構成が適切でなかったため、炉内計装盤の検出抵抗を迂回する形で接地回路が形成されていた

　そのため、検出器の信号が流れやすい接地回路に流れ、本来の検出回路で正常に測定できない状態となっていた

本来の検出回路

接地箇所

接地回路
改修箇所

凡例

（対策）
　接地回路を改修することで、検出抵抗を迂回する回路を遮断し、　

　検出器の信号が本来の検出回路に流れるようにする

信号処理基板

検出抵抗

案内管
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添付資料－２ 

 

伊方発電所３号機 炉内核計装装置の不具合発生および復旧状況 

 

    

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

  

炉内計装盤 炉内計装盤内部 

改修前の接地回路 

改修後の接地回路 

検出器の出力信号が 

表示されなかった 

改修前の炉内核計装装置の表示画面 

検出器の出力信号が

表示されている 

改修後の炉内核計装装置の表示画面 
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添付資料－３ 

 

伊方発電所３号機 炉内核計装装置 装置仕様に関する図面 

 

＜改訂前＞ 

 

 

＜改訂後＞ 

 

 

検出器側で接地している事が

分からない図面になっている。 

検出器側で接地している図面

に改訂した。 
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添付資料－４ 

 

伊方発電所３号機 炉内核計装装置 回路構成図 

 

駆動装置Ａ炉内中性子
検出器

駆動モータ

炉内計装盤

高電圧発生基板

格納容器 中央制御室

一般接地線

駆動装置Ｂ炉内中性子
検出器

駆動装置Ｃ炉内中性子
検出器

駆動装置Ｄ炉内中性子
検出器

一般接地線

一般接地線

一般接地線

Ａ１

予備Ａ２

Ｂ１

Ｃ１

Ｄ１

高電圧発生基板

高電圧発生基板

高電圧発生基板

高電圧発生基板

高電圧発生基板

高電圧発生基板

高電圧発生基板

予備Ｂ２

予備Ｃ２

予備Ｄ２

信号処理基板

信号処理基板

信号処理基板

信号処理基板

信号処理基板

信号処理基板

信号処理基板

信号処理基板駆動モータ

駆動モータ

駆動モータ

駆動モータ

駆動モータ

駆動モータ

駆動モータ

専用接地線

一般接地線

盤内接地線
アースバー

回路コモン用
アースバー

正常な検出器信号経路

今回の検出器信号経路

検出器信号
検出回路

当該箇所

 

 

 

＜工場試験/現地試験における試験構成＞ 

炉内計装盤

高電圧発生基板

信号処理基板

専用接地線

一般接地線

盤内接地線
アースバー

回路コモン用
アースバー

検出器信号
検出回路

当該箇所

模擬装置

＜工場および現地試験での模擬試験構成＞
　※接地線を迂回しない模擬構成のため、

炉内計装盤に出力信号が表示された。
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添付資料－５ 

 

伊方発電所３号機 炉内核計装装置 対策図 

 

駆動装置Ａ炉内中性子
検出器

駆動モータ

炉内計装盤

高電圧発生基板

格納容器 中央制御室

一般接地線

駆動装置Ｂ炉内中性子
検出器

駆動装置Ｃ炉内中性子
検出器

駆動装置Ｄ炉内中性子
検出器

一般接地線

一般接地線

一般接地線

Ａ１

予備Ａ２

Ｂ１

Ｃ１

Ｄ１

高電圧発生基板

高電圧発生基板

高電圧発生基板

高電圧発生基板

高電圧発生基板

高電圧発生基板

高電圧発生基板

予備Ｂ２

予備Ｃ２

予備Ｄ２

信号処理基板

信号処理基板

信号処理基板

信号処理基板

信号処理基板

信号処理基板

信号処理基板

信号処理基板駆動モータ

駆動モータ

駆動モータ

駆動モータ

駆動モータ

駆動モータ

駆動モータ

解線箇所

(例：炉内中性子検出器Ａ１を使用する場合）

専用接地線

一般接地線

盤内接地線
アースバー

回路コモン用
アースバー

 

        

測定系の接続方法 
非測定系の接続方法 ↑ 

A1  

↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ 

A2 B1 B2 C1 C2 D1 D2 
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添付資料－６ 

 

伊方発電所３号機 炉内核計装装置の不具合 対策フロー図 

当社

メーカ

工事計画～設計製作 現地工事

基
板
新
規
開
発

審
査/

承
認

基
板
製
品
化

基
板
構
成
部
品
製
造
中
止

工
事
発
注
前　

仕
様
確
認

９．（１）
製造中止となった電
子部品を使用してい
る高電圧発生基板
は、伊方発電所では
使用できない基板で
あったため、メーカか
ら製造中止品に係る
連絡はなく、当社にお
ける製造中止品対策
についても必要なも
のではなかった。

更
新
工
事
提
案

９．（１）
炉内計装盤を設計す
る部門のみで基板の
新規設計を進めた

９．（１）
検出器側は接地され
ていないと思い込み
設計を進めた

工
事
発
注

　

設
計
図
書

　
　
　
　
　

/

工
事
図
面
作
成

９（２）
発注仕様書にて、新設
計･新工法の採用、設
計変更、製作方法およ
び工事方法の変更等に
ついて、明確に図書を
要求するような仕様書
になっていなかった。

また、設計管理におい
ては、異なる組織間の
設計境界における新設
計について、信号の受
け渡し先の設備を設計
する部門も開発段階に
参画し、審査/承認され
ている製品を採用する
こと、および工場試験
や発電所において設
備・機器を供用する前
に実施する検査の具体
的な試験条件（実機の
使用環境を反映したも
の）の明文化が図れて
いなかった。

９．（２）
図面に非絶縁方式で
あることの仕様につ
いて記載がなかった

工
場
試
験

工
場
立
会

原
子
炉
起
動

　

出
力
分
布
測
定
に
て

　
　
　
　
　
　
　

不
具
合
発
生

９．（２）
高電圧発生基板の仕
様変更について四電
へ説明をしなかった

９．（２）
検出器側が接地されてい
ない回路構成を模擬した試
験が実施されていた

９．（２）
非絶縁方式の変更を踏ま
えた試験方法について十
分な検討ができていなかっ
た

９．（２）
検出器側からの
模擬装置による
入力試験につい
て、記録確認を
行い、その結果
「良」と判断した

９．（２）
検出器側が接地されて
いない回路構成を模擬
した試験が実施されて
いた

従来フロー図

設計変更

問題箇所

図
面
承
認/

確
認

炉
内
計
装
盤
搬
入/
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付

装
置
復
元
試
験

現
地
立
会

 

 

当社

メーカ

工事計画～設計製作 現地工事

基
板
新
規
開
発

審
査/

承
認

基
板
製
品
化

基
板
構
成
部
品
製
造
中
止

工
事
発
注
前　

仕
様
確
認

９．（１）
製造中止となった電
子部品を使用してい
る高電圧発生基板
は、伊方発電所では
使用できない基板で
あったため、メーカか
ら製造中止品に係る
連絡はなく、当社にお
ける製造中止品対策
についても必要なも
のではなかった。

更
新
工
事
提
案

工
事
発
注

　

設
計
図
書

　
　
　
　
　

/

工
事
図
面
作
成

図
面
承
認/

確
認

工
場
試
験

工
場
立
会

炉
内
計
装
盤
搬
入/

据
付

装
置
復
元
試
験

現
地
立
会

原
子
炉
起
動

対策フロー図

設計変更

９．（３）
設備間で信号の受け渡しを行う基板に関して新
設計を行う際は、信号の受け渡し先の設備を設
計する部門も含めた有識者が参画し、設計・審
査を行うことを社内規定に反映

９．（３）
炉内計装盤での装置仕様に関する図面につい
ては、検出器側にて接地していることがわかる
記載に改訂

９．（３）
当社が要求している「新設計･新工法の
採用、設計変更、製作方法および工事方
法の変更等がある場合においても当社と
十分な情報交換を行う」ことについて、メ
ーカでの初品・変更品に該当する場合
は、提出図書でその内容を明示するとと
もに、内部および外部に対し情報伝達す
ることを社内規定に反映

９．（３）
炉内計装盤での装置仕様に関
する図面については、検出器側
にて接地していることがわかる
記載に改訂

９．（３）
製品開発で実績のない信号の受け渡
し方式に変更する場合には、実機相
当の検証を基本とし、やむを得ず模
擬条件で検証する場合には、他機種
の品質管理チームに関わる有識者も
参画の上、多角的に実機・現場への
残存リスクの抽出・対策案の整理を行
い、リスク管理にまとめることを社内
規定に反映

１１．（３）
当社の標準発注仕様
書では設計管理とし
て、更なる要求事項を
追記

１１．（４）
提出書類一覧表に、設
計仕様に関する図書と
して、新規設計または
実績のある製品からの
仕様変更について整理
した図書を追記

出
力
分
布
測
定

対策実施箇所

１１．（４）
設計仕様に関する提
出図書の情報も考慮
し、工場試験や発電
所において設備・機
器を供用する前に実
施する試験におい
て、実機の使用環境
が反映された試験に
より、必要な機能を
満足していることを
確認
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